
第１９期　中　間　決　算　公　告

東京都千代田区大手町二丁目２番２号

　平成２３年１２月３０日 野村信託銀行株式会社

中間貸借対照表（ 平成２３年９月３０日現在 ）

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 10,157 276,703 
債券貸借取引支払保証金 55,749 186,417 
買 入 金 銭 債 権 6,820 115,336 
特 定 取 引 資 産 4,913 4,953 
有 価 証 券 642,290 322,700 
貸 出 金 302,240 70,064 
外 国 為 替 2,690 39,141 
そ の 他 資 産 28,006 171 
有 形 固 定 資 産 950 92 
無 形 固 定 資 産 4,313 38,877 
繰 延 税 金 資 産 1,722 374 
貸 倒 引 当 金 △ 668 476 

1,016,168 

30,000 

8,270 

8,270 

5,048 

1,147 

3,901 
繰 越 利 益 剰 余 金 3,901 

43,318 

2,944 

△ 3,247 

△ 302 

43,016 
資 産 の 部 合 計 1,059,184 1,059,184 

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 負 債

純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

（純 資 産 の 部）

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

借 用 金

信 託 勘 定 借

負 債 の 部 合 計

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

資 産 除 去 債 務

執行役社長　仲田　正史

（負 債 の 部）

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

科 目



平成２３年４月　１日から
平成２３年９月３０日まで

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

16,342

信 託 報 酬 3,749

資 金 運 用 収 益 8,877

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 　　　　　 　　　（  1,979 ）

(うち有価証券利息配当金) 　　　　　 　　　（　2,391 ）

役 務 取 引 等 収 益 1,246

そ の 他 業 務 収 益 2,463

そ の 他 経 常 収 益 4

15,237

資 金 調 達 費 用 6,001

( う ち 預 金 利 息 ) 　　　　 　　　　　（　209 ）

役 務 取 引 等 費 用 514

特 定 取 引 費 用 29

そ の 他 業 務 費 用 2,283

営 業 経 費 6,203

そ の 他 経 常 費 用 204

1,105

30

0

1,135

446

67

513

622

特 別 利 益

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中間損益計算書 ( )

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益



          

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

 

１.  特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用し

て利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間

貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計

算書上｢特定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。                         

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、ス

ワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により

行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等に

ついては、前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末におけ

るみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 

２. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券

のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っ

ております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

３.   デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

 

４.  固定資産の減価償却の方法 

(１) 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次の通りであります。 

建 物  ６年 ～ 45 年  

その他  ２年 ～ 20 年 

(２) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 

５. 引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。  

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類し、当社基準に定めた外部格付機関により査定基準日直前に公表された累積デフォル

ト率に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見



          

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先

債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除した残額を引き当てております。なお、特定海外債権については、該当ありません。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

(２) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に

帰属する額を計上しております。 

(３) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

６. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

７. ヘッジ会計の方法 

(１) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。）に規

定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象とヘッジ手段に関す

る重要な条件が金利スワップの特例処理の要件とほぼ同一となるヘッジ指定を行っているため、高い有効性が

あるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。 

また、一部の金融資産から生じる金利リスクをヘッジする目的で、金利スワップの特例処理を適用しており

ます。 

(２) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。）に規

定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス

ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッ

ジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

 

８． 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という｡)の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形

固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

 

 

追加情報 

  当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第 24 号平成 21 年 12 月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 24 号平成 21 年 12 月４日）を適用しております。 

 

 



          

 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

１.   現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券のうち、売却又は再担保という方法で自由に処分で

きる権利を有する有価証券で、当中間期末に当該処分をせずに所有しているものは 57,661 百万円であります｡ 

 

２.  貸出金のうち、破綻先債権額については該当無く、延滞債権額は 6百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又

は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分

を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条

第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

３.  貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額については、該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

４.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額については該当ありません。 

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権

及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

５.  破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 6百万円でありま 

す。 

 なお２.から５.に掲げた債権額は貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

６.  ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ 

  いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、25,397 百

万円であります。 

 

７.  担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

  有価証券    316,985 百万円 

  貸出金      7,104 百万円 

担保資産に対応する債務 

  借用金     251,100 百万円 

    コールマネー  13,700 百万円 

上記のほか、為替・有価証券決済の担保及び信託業･宅地建物取引業の営業保証金等として有価証券 

94,361 百万円を差し入れております。 

      また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 324 百万円、保証金は 564 百万円であります。 

 

 



          

 

８.  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、5,672 百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のもの

が 5,672 百万円であります。なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資

未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これら

の契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に

おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続き

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 
 

９.  有形固定資産の減価償却累計額  2,339 百万円 

 

10.   借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 10,000 百万円

が含まれております。 

 

１１. ｢有価証券｣中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当社の

保証債務については、該当ありません。 

 

１２. １株当たりの純資産額   71,694 円 46 銭 

 

１３. 銀行法施行規則第 19 条の 2第 1 項第 3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）２１.１３％ 

 

 

(中間損益計算書関係) 

１. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 202 百万円を含んでおります。 

 

２.  １株当たり中間純利益金額  1,037 円 15 銭 

 

 

(金融商品関係) 

１. 金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年９月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。 

                                     （単位：百万円） 

 中間貸借対照表

計上額 
時 価 差 額 

(１) 債券貸借取引支払保証金 

(２) 有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

(３) 貸出金 

貸倒引当金(＊１) 

 

55,749

27,248

615,030

302,240

△664

55,749 

 

28,744 

615,030 

 

 

－

1,496

－

301,575 301,599 23

資産計 999,603 1,001,124 1,520



          

(１) 預金 

(２) 譲渡性預金 

(３) コールマネー 

(４) 借用金 

(５) 信託勘定借 

276,703

186,417

115,336

322,700

70,064

276,703 

186,417 

115,336 

322,700 

70,064 

－

－

－

－

－

負債計 971,222 971,222 －

デリバティブ取引(＊２) 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されているもの 

（3,211）

（12,019）

 

（3,211） 

（13,465） 

－

（1,446）

デリバティブ取引計 （15,230） （16,677） （1,446）

(＊１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊２) 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

 

 

資 産 

(１) 債券貸借取引支払保証金 

約定期間が短期間（１ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。 

(２) 有価証券 

債券は日本証券業協会又は取引金融機関から提示された気配値に、投資信託は公表されている基準価格によっ

ております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(３) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利

によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価値

又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における中

間貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて

は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時

価としております。 

 

 

負 債 

(１) 預金、及び (２) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

長期の定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定し

ております。その割引率は、中間決算日時点におけるスワップ取引に使用する利率を用いております。なお、預

入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。 

(３) コールマネー 

コールマネーは、約定期間が短期間（最長 2 ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としております。 

 



          

 

(４) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異

なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額(金利スワップの特例処理の対象

とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額)を中間決算日時点におけるスワッ

プ取引に使用する利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のもの

は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(５) 信託勘定借 

信託勘定借は、信託勘定の余裕金を期間の定めなく受け入れるもので、要求払預金と同等であることから、中

間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利スワップ等）、通貨関連取引（先物為替、通貨オプション、

通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプシ

ョン価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

 

(注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資

産(２)その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 

 非上場株式(＊１)  11 

合  計 11 

(＊１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら時価開示の対象とはしておりません。 

 

 

(有価証券関係) 

 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、及び「買入金銭債権」中の信託受

益権が含まれております。 

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については該当ありません。 

 

 

１. 満期保有目的の債券(平成 23 年９月 30 日現在) 

 種類 中間貸借対照表 時価 差額 

  計上額(百万円) (百万円) (百万円) 

時価が中間貸借対照表 国債     25,730     27,466  1,735 

計上額を超えるもの   小計    25,730    27,466    1,735 

時価が中間貸借対照表 その他    1,517    1,278    △239 

計上額を超えないもの   小計    1,517    1,278    △239 

   合  計      27,248     28,744      1,496 

 

 

 



          

 

 

２. その他有価証券 (平成 23 年９月 30 日現在) 

 種類 中間貸借対照表 取得原価 差額 

  計上額(百万円) (百万円) (百万円) 

 債券 486,870 481,016     5,854 

中間貸借対照  国債    262,092     256,524     5,568 

表計上額が取   地方債      85,870      85,746     123 

得原価を超え  社債     138,907     138,744     162 

るもの その他      32,039      31,953        85 

   小計     518,909     512,970     5,939 

中間貸借対照 債券      39,508      40,072     △563 

表計上額が取   地方債    5,604    5,606    △2 

得原価を超え  社債    33,903      34,465   △561 

ないもの その他      68,432      68,816    △384 

   小計     107,940     108,889    △948 

合 計       626,850     621,859    4,991 

(注)時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円）

外国株式 11 

合計 11 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。 

 

 

(金銭の信託関係) 

金銭の信託については該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



          

 

(税効果会計関係) 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

 

      繰延税金資産 

        賞与引当金                   153  百万円 

        貸倒引当金                   111 

        未払事業税                                  48 

        固定資産の評価減                            38 

        退職給付引当金                   195 

営業権                     312 

減価償却超過額                 267 

クレジットリザーブ               122 

繰延ヘッジ損益                2,256 

その他                     324 

                繰延税金資産小計                3,831 

                評価性引当額                         △ 38 

                繰延税金資産合計                3,793 

             

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金              2,046 

その他                                           24 

繰延税金負債合計                           2,071 

 

繰延税金資産の純額                             1,722  百万円 

 

 



    信　託　財　産　残　高　表（平成２３年９月３０日現在）
＊残高の一部につきまして、訂正がございました。今回の訂正部分には下線を付しております。

（単位：百万円）

資　　  産 金 額 負　　  債 金 額

貸 出 金 396,978 金 銭 信 託 1,768,817

有 価 証 券 9,372,427 年 金 信 託 78,625

投 資 信 託 有 価 証 券 8,229,637 投 資 信 託 12,217,749

投 資 信 託 外 国 投 資 3,554,599 金銭信託以外の金銭の信託 315,873

信 託 受 益 権 65,512 有 価 証 券 の 信 託 14,772,078

受 託 有 価 証 券 4,657,802 金 銭 債 権 の 信 託 97,486

金 銭 債 権 162,097 土地及びその定着物の信託 33,334

有 形 固 定 資 産 31,890 包 括 信 託 1,892,651

そ の 他 債 権 129,228 そ の 他 の 信 託 0

コ ー ル ロ ー ン 642,044

銀 行 勘 定 貸 70,064

現 金 預 け 金 3,863,716

そ の 他 616

合　　　計 31,176,617 合　　　計 31,176,617

(注）
　1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.共同信託他社管理財産は該当ありません。

3.元本補てん契約のある信託の貸出金は該当ありません。

4.元本補てん契約のある信託の内訳は、次のとおりであります。
　なお、貸付信託は取扱っておりません。

　金　　銭　　信　　託            　　 　   （単位：百万円）

資　　  産 金 額 負　　  債 金 額

コ ー ル ロ ー ン 16 元 本 18

そ の 他 2 そ の 他 0

計 18 計 18
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